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（
相
手
国
等
か
ら
犯
則
事
件
に
関
す
る
情
報
の
提
供
要
請
が
あ
つ
た
場
合
の
通
信
事
務
を
取
り
扱
う
者
に
対
す
る

差
押
え
）

第
十
条
の
三
の
二

国
税
庁
、
国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
は
、
第
十
条
の
二
の
質
問
、
検
査
又
は
領
置
を
す

る
こ
と
が
で
き
る
場
合
で
、
か
つ
、
前
条
第
一
項
の
書
面
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
許
可
状
の
交
付
を
受
け
て
、
相
手
国
等
の
犯
則
事
件
の
犯
則
嫌
疑
者
か
ら
発
し
、
又
は
相
手
国
等
の
犯
則
事

件
の
犯
則
嫌
疑
者
に
対
し
て
発
し
た
郵
便
物
、
信
書
便
物
又
は
電
信
に
つ
い
て
の
書
類
で
法
令
の
規
定
に
基
づ
き

通
信
事
務
を
取
り
扱
う
者
が
保
管
し
、
又
は
所
持
す
る
も
の
を
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

国
税
庁
、
国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
は
、
前
項
の
規
定
に
該
当
し
な
い
郵
便
物
、
信
書
便
物
又
は
電
信

に
つ
い
て
の
書
類
で
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
通
信
事
務
を
取
り
扱
う
者
が
保
管
し
、
又
は
所
持
す
る
も
の
に
つ
い

て
は
、
相
手
国
等
の
犯
則
事
件
に
関
係
が
あ
る
と
認
め
る
に
足
り
る
状
況
が
あ
る
も
の
に
限
り
、
許
可
状
の
交
付

を
受
け
て
、
こ
れ
を
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

国
税
庁
、
国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
は
、
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
を
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ

の
旨
を
発
信
人
又
は
受
信
人
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
通
知
に
よ
つ
て
相
手
国
等
の
犯
則
事
件

の
調
査
が
妨
げ
ら
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
相
手
国
等
か
ら
犯
則
事
件
に
関
す
る
情
報
の
提
供
要
請
が
あ
つ
た
場
合
の
鑑
定
等
の
嘱
託
）

第
十
条
の
三
の
三

国
税
庁
、
国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
は
、
第
八
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
必
要
犯
則
情
報

の
提
供
を
行
う
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
学
識
経
験
を
有
す
る
者
に
領
置
物
件
、
差
押
物
件
若
し
く

は
記
録
命
令
付
差
押
物
件
に
つ
い
て
の
鑑
定
を
嘱
託
し
、又
は
通
訳
若
し
く
は
翻
訳
を
嘱
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
十
条
の
四
の
見
出
し
を「（
国
税
通
則
法
の
犯
則
事
件
の
調
査
に
関
す
る
規
定
の
準
用
）」に
改
め
、
同
条
中
「
又

は
前
条
」
を
「
、
第
十
条
の
三
」
に
、「
若
し
く
は
差
押
え
」
を
「
、
差
押
え
若
し
く
は
記
録
命
令
付
差
押
え
、
第
十

条
の
三
の
二
の
差
押
え
又
は
前
条
の
鑑
定
の
嘱
託
」
に
、「
国
税
犯
則
取
締
法
（
明
治
三
十
三
年
法
律
第
六
十
七
号
）」

を
「
国
税
通
則
法
第
十
一
章
第
一
節
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
第
四
項
の
表
国
税
徴
収
法
の
項
中
「
免
か
れ
」
を
「
免
れ
」
に
、「
基
き
、
国
税
犯
則
取
締
法
（
明
治
三

十
三
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
規
定
に
よ
る
差
押
」
を
「
基
づ
き
、
国
税
通
則
法
第
十
一
章
（
犯
則
事
件
の
調
査
及

び
処
分
）
の
規
定
に
よ
る
差
押
え
、
記
録
命
令
付
差
押
え
」
に
改
め
る
。

第
十
三
条
第
五
項
中「（
人
格
の
な
い
社
団
等
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
削
る
。

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第
十
二
条

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
特
定
外
国
子
会
社
等
」
を
「
外
国
関
係
会
社
」
に
、「
特
定
外
国
法
人
」
を
「
外
国
関
係
法
人
」
に
、「
第

八
十
四
条
の
六
」
を
「
第
八
十
四
条
の
七
」
に
、「
第
八
十
六
条
の
五
」
を
「
第
八
十
六
条
の
六
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
二
項
第
九
号
中
「
第
二
条
第
十
二
号
の
六
」
を
「
第
二
条
第
十
二
号
の
五
の
二
」
に
改
め
、
同
項
第
十

号
中
「
第
二
条
第
十
二
号
の
六
の
二
」
を
「
第
二
条
第
十
二
号
の
五
の
三
」
に
改
め
、
同
項
第
十
号
の
二
中
「
株
式

交
換
完
全
子
法
人
」
を
「
株
式
交
換
等
完
全
子
法
人
」
に
、「
第
二
条
第
十
二
号
の
六
の
三
」
を
「
第
二
条
第
十
二
号

の
六
の
二
」
に
改
め
、
同
項
第
十
七
号
の
二
中
「
第
二
条
第
十
二
号
の
十
八
」
を
「
第
二
条
第
十
二
号
の
十
九
」
に

改
め
る
。

第
九
条
の
八
中
「
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
が
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
一
号
」を「
第

三
十
七
条
の
十
四
第
一
項
」
に
、「
営
業
所
（
同
号
」
を
「
営
業
所
（
同
項
」
に
、「
開
設
し
た
同
号
に
規
定
す
る
非
課

税
口
座
に
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
非
課
税
管
理
勘
定
を
設
け
た
日
か
ら
同
日
の
属
す
る
年
の
一
月
一
日
以
後
五
年

を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
非
課
税
口
座
（
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
「
非
課
税
口
座
」
と
い
う
。）を
開
設
し
て
い
る
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
が
」
に
改

め
、「
当
該
非
課
税
管
理
勘
定
に
係
る
」
を
削
り
、「
の
所
得
税
法
」
を「（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
非
課
税
口
座
内
上

場
株
式
等
」
と
い
う
。）の
所
得
税
法
」
に
、「
の
う
ち
次
」
を
「
で
次
」
に
改
め
、同
条
各
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

当
該
非
課
税
口
座
に
設
け
ら
れ
た
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
三
号
に
規
定
す
る
非
課
税
管
理
勘
定
に
係

る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
次
に
掲
げ
る
配
当
等
で
、
当
該
非
課
税
管
理
勘
定
を
設
け
た
日
か
ら
同
日
の

属
す
る
年
の
一
月
一
日
以
後
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
も
の

イ

第
三
十
七
条
の
十
一
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
株
式
等
の
配
当
等
で
、
内
国
法
人
か
ら
支
払
が
さ
れ
る
当

該
配
当
等
の
支
払
に
係
る
第
八
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
基
準
日
に
お
い
て
そ
の
内
国
法
人
の
発

行
済
株
式
（
同
号
に
規
定
す
る
発
行
済
株
式
を
い
う
。）又
は
出
資
の
総
数
又
は
総
額
の
百
分
の
三
以
上
に
相

当
す
る
数
又
は
金
額
の
株
式
又
は
出
資
を
有
す
る
者
が
当
該
内
国
法
人
か
ら
支
払
を
受
け
る
も
の
以
外
の
も

の

ロ

公
社
債
投
資
信
託
以
外
の
証
券
投
資
信
託
で
そ
の
設
定
に
係
る
受
益
権
の
募
集
が
第
八
条
の
四
第
一
項
第

二
号
に
規
定
す
る
公
募
に
よ
り
行
わ
れ
た
も
の
（
特
定
株
式
投
資
信
託
を
除
く
。）の
収
益
の
分
配

ハ

第
八
条
の
四
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
特
定
投
資
法
人
の
投
資
口
の
配
当
等

二

当
該
非
課
税
口
座
に
設
け
ら
れ
た
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
五
号
に
規
定
す
る
累
積
投
資
勘
定
に
係
る

非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
次
に
掲
げ
る
配
当
等
で
、
当
該
累
積
投
資
勘
定
を
設
け
た
日
か
ら
同
日
の
属
す

る
年
の
一
月
一
日
以
後
二
十
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
も
の

イ

公
社
債
投
資
信
託
以
外
の
証
券
投
資
信
託
の
受
益
権
の
う
ち
、
第
三
十
七
条
の
十
一
第
二
項
第
一
号
に
掲

げ
る
株
式
等
に
該
当
す
る
も
の
の
収
益
の
分
配

ロ

前
号
ロ
に
掲
げ
る
収
益
の
分
配

第
九
条
の
九
第
一
項
中
「
の
う
ち
前
条
各
号
」
を
「
で
前
条
第
一
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
一
項
中
「
の
百
分
の
十
（
試
験
研
究
費
割
合
が
百
分
の
十
未
満
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
試
験
研
究
費
割

合
に
〇
・
二
を
乗
じ
て
計
算
し
た
割
合
に
百
分
の
八
を
加
算
し
た
割
合
（
当
該
割
合
に
小
数
点
以
下
三
位
未
満
の
端

数
が
あ
る
と
き
は
、
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
割
合
）
と
す
る
。）に
相
当
す
る
」
を
「
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区

分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
割
合
（
そ
の
年
が
事
業
を
開
始
し
た
日
の
属
す
る
年
（
相
続
又
は
包
括
遺
贈
に
よ
り

当
該
事
業
を
承
継
し
た
日
の
属
す
る
年
を
除
く
。）で
あ
る
と
き
、又
は
比
較
試
験
研
究
費
の
額
が
零
で
あ
る
と
き
は
、

百
分
の
八
・
五
）
を
乗
じ
て
計
算
し
た
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一

増
減
試
験
研
究
費
割
合
が
百
分
の
五
を
超
え
る
場
合

百
分
の
九
に
、
当
該
増
減
試
験
研
究
費
割
合
か
ら
百

分
の
五
を
控
除
し
た
割
合
に
〇
・
三
を
乗
じ
て
計
算
し
た
割
合
を
加
算
し
た
割
合
（
当
該
割
合
に
小
数
点
以
下

三
位
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
割
合
と
し
、
当
該
加
算
し
た
割
合
が
百
分
の
十
を
超
え

る
と
き
は
百
分
の
十
と
す
る
。）

二

増
減
試
験
研
究
費
割
合
が
百
分
の
五
以
下
で
あ
る
場
合

百
分
の
九
か
ら
、
百
分
の
五
か
ら
当
該
増
減
試
験

研
究
費
割
合
を
減
算
し
た
割
合
に
〇
・
一
を
乗
じ
て
計
算
し
た
割
合
を
減
算
し
た
割
合
（
当
該
割
合
に
小
数
点

以
下
三
位
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
割
合
と
し
、
当
該
減
算
し
た
割
合
が
百
分
の
六
未

満
で
あ
る
と
き
は
百
分
の
六
と
す
る
。）

第
十
条
第
十
項
中
「
か
ら
第
四
項
ま
で
」
を
「
、
第
三
項
、
第
六
項
又
は
第
七
項
」
に
、「
及
び
」
を
「
並
び
に
」

に
、「
第
十
条
」
を
「
第
十
条
第
一
項
、
第
三
項
、
第
六
項
及
び
第
七
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、

同
条
第
九
項
中
「
第
四
項
に
規
定
す
る
」
を
「
第
一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
」
に
、「
同

項
」
を
「
こ
れ
ら
の
規
定
」
に
、「
第
五
項
」
を
「
第
七
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
八
項

中
「
か
ら
第
四
項
ま
で
」
を
「
、
第
三
項
、
第
六
項
及
び
第
七
項
」
に
、「
、
修
正
申
告
書
又
は
更
正
請
求
書
に
、」を

「（
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
控
除
を
受
け
る
金
額
を
増
加
さ
せ
る
修
正
申
告
書
又
は
更
正
請
求
書
を
提
出
す
る
場
合

に
は
、
当
該
修
正
申
告
書
又
は
更
正
請
求
書
を
含
む
。）に
」
に
、「
は
、
当
該
」
を
「
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
試
験
研

究
費
の
額
又
は
特
別
試
験
研
究
費
の
額
は
、」に
、「
基
礎
と
し
て
計
算
し
た
金
額
に
限
る
も
の
」
を
「
限
度
」に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
「
前
項
」
を
「
前
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、

同
条
第
六
項
第
一
号
中
「
又
は
」
を
「
若
し
く
は
」
に
、「
費
用
で
」
を
「
費
用
又
は
対
価
を
得
て
提
供
す
る
新
た
な

役
務
の
開
発
に
係
る
試
験
研
究
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
の
た
め
に
要
す
る
費
用
で
、」に
改
め
、
同
項
第
二
号
を

次
の
よ
う
に
改
め
る
。

二

増
減
試
験
研
究
費
割
合

増
減
試
験
研
究
費
の
額
（
第
一
項
又
は
第
三
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
年
（
次
号
及
び
第
十
一
項
に
お
い
て
「
適
用
年
」
と
い
う
。）の
年
分
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
上
必
要
経

費
に
算
入
さ
れ
る
試
験
研
究
費
の
額
か
ら
比
較
試
験
研
究
費
の
額
を
減
算
し
た
金
額
を
い
う
。）の
当
該
比
較
試

験
研
究
費
の
額
に
対
す
る
割
合
を
い
う
。

第
十
条
第
六
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
を
削
り
、
同
項
第
六
号
中
「
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す

る
年
（
平
成
二
十
一
年
以
後
に
事
業
を
開
始
し
た
個
人
の
そ
の
開
始
し
た
日
の
属
す
る
年
（
相
続
又
は
包
括
遺
贈
に

よ
り
当
該
事
業
を
承
継
し
た
日
の
属
す
る
年
を
除
く
。）を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
九
項
に
お
い
て
「
」、「
」
と

い
う
。）」
及
び
「
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。」を
削
り
、
同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
号
の
次
に
次
の
三
号
を
加
え

る
。




		2017-03-30T19:09:47+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




